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学校法人会計と企業会計の違いについて 

 

 学校法人は、「私立学校法」に則り、「寄付」を原資として私立学校の設置を目的として設立された法人

です。建学の理念に基づき、永続的な教育研究活動を通じてその成果を還元する役割を担っています。 

我が国には様々な事業法人がありますが、学校法人は公共性の高い事業法人として位置づけられてい

ます。また、学校法人は企業のように利益獲得を目的としていませんので、損益重視の企業会計ではその

経営状況を把握することが難しくなります。そのため、学校法人では、令和 6年度までは「私立学校振興

助成法」を法令根拠として「学校法人会計基準」に基づいた会計処理を行います。これを「学校法人会計」

といいます。  

そして、学校法人の決算書である「計算書類」を所轄官庁の文部科学省に毎年提出することが義務づけ

られています。学校法人の収入は学納金・寄付金のほか、教育研究に付随する収入に限られており、この

中で事業の永続性と財政の健全性を維持していかなければなりません。長期的な視野に立ちながら各年

度の事業計画を策定し、収支均衡を保ちながら予算に基づいた運営をすることが求められています。 

 よって学校法人会計は、その永続性を確保するための収支均衡状態を目指すに適した制度です。 

 学校法人会計特有の専門用語もあり、とかく「わかりにくい」と言われますが、学校法人が安定的かつ 

永続的に経営されていくことを目的としていることをご理解ください。 

  以下、「計算書類」と「勘定科目」について簡単にご説明いたします。 

 

 １）資金収支計算書 

  当該会計年度（4月 1日～3月 31 日）に行った教育研究活動に対応する全ての資金の動きを、収入 

 及び支出の両面から表します。また、当該会計年度内に収納し、あるいは支払った資金内容を明らかに 

 したものです。 

 

 ２）事業活動収支計算書 

   事業活動収支計算書は、1年間の価値の増減を計算するもので、企業会計の損益計算書に相当し、 

 いわゆる発生主義的な計算書です。 

 

 ２）－２ 区分経理 

  従来の消費収支計算書は、消費収入と消費支出をそれぞれ一覧表示していましたが、昨今、災害に 

 よる損失や資産運用に損失など臨時的・事業外の収支が増えてきました。そこで、他の会計基準を参考 

 に区分経理を導入して教育活動を中心とする経常的な収支と臨時的な収支に分けて把握できるように 

 なりました。そこで事業活動収支計算書を「教育活動収支」「教育活動外収支」「特別収支」の 3 区分に 

 定められました。 



 
 

 

 

３）貸借対照表 

  当該会計年度末時点での資産・負債・基本金・収支差額を示し、財政状態を表します。 

 資金収支計算書と事業活動収支計算書が一定会計期間の教育事業活動等に伴う収入と支出を表すのに 

 対し、貸借対照表は過去を含めた年度末時点の結果を表します。 

 

３）－２ 基本金 

  貸借対照表の一部であり、学校法人がその諸活動を行うために必要不可欠な資産を継続的に維持 

 していくに当たり、必要な資産を概念的に表したものです。 

 

 ４）財産目録 

  年度末時点における資産・負債の内容を具体的に表します。 

 

 ５）勘定科目 

  資金収支計算書・事業活動収支計算書にかかる勘定科目 

  収入の部 

  ・学生生徒等納付金 

    入学金・授業料・実験実習料等の学生・生徒から納入されたものです。附属病院を有しない 

   学校法人においては、収入のうち最も大きな割合を占めます。 

  ・手数料 

    入学検定料や、学生に対する証明書発行手数料等です。 

  ・寄付金 

    金銭その他の資産を寄贈者から贈与されたものでかつ補助金とならないものです。 

  ・経常費等補助金 

    国・地方自治体や公共団体から交付される補助金です。 

  ・医療収入 

    附属病院における医療に係る収入で、入院医療金収入・外来医療金収入等です。 

  ・その他の収入 

    施設設備利用料収入などの雑収入や受取利息・配当金収入等です。 

  

  支出の部 

  ・人件費 

    教職員人件費・役員報酬・退職給与引当金繰入額・退職金財団退職金等です。 

  ・研究経費 

    教育及び研究活動や学生の学習支援等に要した経費です。 



 
 

 

 

  ・医療経費 

    薬剤費・医療用消耗品費・検査委託費・食材料費などの診療に要した経費です。 

  ・管理経費 

    法人業務及び学生募集など教育研究業務以外に要した経費です。 

  ・減価償却額 

    固定資産のうち、建物や機器備品、車輛等は時間的経過により価値が減少します。従って、各 

   会計年度に価値の減少分を割り当てる手続き（減価償却）を行います。その割り当てられた価値の 

   減少額が減価償却額です。 

 ・施設関係支出 

    土地・建物・構築物などの不動産を取得するための支出です。 

  ・設備関係支出 

    機器備品、図書、車輌などの支出です。 

  ・資産運用支出 

    有価証券等を購入した場合の支出です。 

  ・その他の支出 

    有価証券等を購入する場合の資産運用支出等です。 
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